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１．はじめに 

 

クラスターの概念は、地域においてイノベーション

を連続的に創出する環境として、ハーバード大学のマイ

ケル・ポーター教授により提唱された概念である 1)。ア

メリカの近年の経済成長は、政府による競争力強化政策

の帰結であり、その代表的な地域が、シリコン・バレー、

テキサス州オースチン、ボストン、グレーター・ワシン

トンである。欧州でも、フィンランド、ドイツ、イギリ

スでクラスター形成のための政策が展開され、地域再生

が図られている。 
我が国では２００１年から経済産業省による産業ク

ラスター計画、２００２から文部科学省による知的クラ

スター創成事業が開始され、２００５年からは農林水産

省においても食料産業クラスター推進事業が開始された。 
本稿では、国内外の事例をもとに、広域ブロックが

自立的に発展するためのエンジンとしてのクラスター形

成の役割について検討した。なお、本稿では、産業クラ

スター、知的クラスター等を含め、地域クラスターとい

うこととする。 
 

２．地域クラスターの概念と日本での展開 

 

（１）地域クラスターの概念 

 クラスターの語源は「ぶどうの房」であるが、ぶどう

の粒を企業をはじめ地域経済を構成するさまざまな主体

とし、これらが有機的に結合し一つの房を形成する状態

をクラスターという言葉で表現するようになった。これ

までの産業集積と異なるのは、同業種の集積である「産

地」でもなく、大企業を頂点とするいわゆる「企業城下

町」でもない点であり、主体には大学、行政、産業支援

等が含まれる。 
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地域クラスターの概念が産業政策において注目を浴

びるようになったのは、１９９０年代後半からの米国経

済の競争力強化政策とその帰結である好景気の持続に大

きな効果があったためである。全米州知事協会の「クラ

スターを基軸とした経済開発に向けた州知事指針（２０

０２年）」では、クラスターを次のように定義している。 

“地理的に隣接している集合体で、類似、関連また

は補完する事業体で構成され、事業体同士で取引、

コミュニケーションを行う活発なチャンネルがあり、

そのチャンネルは専門的知見の基盤、労働市場やサ

ービスを共有し、直面するチャンスや脅威も共有し

ているもの” 

我が国では、松島・坂田・濱本2)により、米国及び欧

州での研究をもとに、次のように地域クラスターの概念

を整理している。 

“地理的に近接する産学官の各種行動主体の集まり

であって、その中にノウハウや知見、標準、生産技

術といった価値のあるものが蓄積されており、それ

らの構成要素の間に網の目のような情報の流通と協

働のための横方向ネットワークが発達した状態” 

これらの定義からもわかるように、クラスターには

地理的近接性とともに、産学官の横のネットワークとノ

ウハウや生産技術等の知的基盤が共有されていることが

必要条件である。 

 

（２）我が国での展開 

我が国へのクラスター政策の導入は、２００１年か

らであり、その背景には、バブル経済の崩壊とともに、

我が国の国際競争力の著しい低下があった。図－１はス

イスの経営開発国際研究所が毎年発表している国際競争

力の順位であるが、かつては世界一の競争力を有してい

た日本は、１９９４年以降低下し続け２００２年には３

０位まで低下した。この期間は概ね我が国の景気低迷期

と一致している。 

米国の例に見られるよう、景気回復には競争力の強

化が必要であり、競争力強化にはイノベーションが連続

的に発生していくクラスターを積極的に形成していくこ

とが必要であることに気がつき、２００１年から政策的

な展開が開始された。 



 

 

 

 

 

（３）日本のクラスター政策 

 

①産業クラスター計画 

産業クラスター計画は２００１年度から経済産業省

により展開された政策であり、競争優位を持つ産業が核

になって広域的な産業集積を進めるため、地方経済産業

局等が中心となって推進されている5)。図－２は、現在

展開されている１７のプロジェクトを示したものであり、

２００６年１２月現在、中堅・中小企業９，８００社、

大学・高専等２９０校がクラスターネットワークに参加

している。 

２００１年度から２００３年度の３カ年で約１．７

万件の新事業が創出され、２００５年度末には４万件に

達すると見込まれている。 
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産業クラスター計画産業クラスター計画ⅡⅡ期期 １７プロジェクト１７プロジェクト

北海道経済産業局
◇北海道スーパー・クラスター振興戦略Ⅱ

情報・バイオ分野 約７５０社 ２１大学

近畿経済産業局
◇関西バイオクラスタープロジェクト Bio Cluster

バイオ分野 約４５０社 ３５大学

◇関西フロントランナープロジェクト Neo Cluster
モノ作り分野・エネルギー 約１，５３０社 ３４大学

◇環境ビジネスＫＡＮＳＡＩプロジェクト Green Cluster
環境分野 約１４０社 １０大学

九州経済産業局
◇九州地域環境・リサイクル産業

交流プラザ（K-RIP）
環境分野 約２５０社 １９大学

◇九州シリコン・クラスター計画
半導体分野 約４１０社 ３３大学

沖縄総合事務局経済産業部
◇OKINAWA型産業振興プロジェクト
情報・健康・環境・加工交易分野 約２５０社 ４大学

東北経済産業局
◇ＴＯＨＯＫＵものづくりコリドー

モノ作り分野 約７５０社 ４８大学

関東経済産業局
～広域関東圏産業クラスター推進ネットワーク～

◇地域産業活性化プロジェクト
・首都圏西部ネットワーク支援活動（ＴＡＭＡ）
・中央自動車道沿線ネットワーク支援活動
・東葛川口つくば（TX沿線）ネットワーク支援活動
・三遠南信ネットワーク支援活動
・首都圏北部ネットワーク支援活動
・京浜ネットワーク支援活動
モノ作り分野 約２，２９０社 ７３大学

◇バイオベンチャーの育成
バイオ分野 約３８０社 １９大学

◇情報ベンチャーの育成
ＩＴ分野 約５６０社 １大学

四国経済産業局
◇四国テクノブリッジ計画
モノ作り、健康・バイオ分野 約４００社 ５大学

中国経済産業局
◇次世代中核産業形成プロジェクト（モノ作り、バイオ、ＩＴ分野）

◇循環・環境型社会形成プロジェクト（環境分野）
両プロジェクト 約２９０社 １７大学

全国で世界市場を目指す中堅・中小企業約９，８００社、連携する
大学（高専を含む）約２９０大学が、広域的な人的ネットワークを
形成（数値は平成1７年１２月末時点の参画状況で推計）

中部経済産業局
◇東海ものづくり創生プロジェクト

モノ作り分野 約１，１１０社 ３０大学

◇東海バイオものづくり創生プロジェクト
バイオ分野 約６０社 ５１大学

◇北陸ものづくり創生プロジェクト
モノ作り分野 約２４０社 １３大学

産業クラスター計画ホームページ http://www.cluster.gr.jp

     図－２ 産業クラスター計画 

１７プロジェクトは、それぞれの地域の強みをさら

に強化し、国際競争力のある産業を育成することを目標

に展開されている。従って、国の「新経済成長戦略」等

で戦略分野に位置づけられている産業分野を重点的に育

成することとしている。 

産業クラスター計画の展開にあたり、イノベーショ

ン創出件数（新事業開始件数）の目標数値を定めるとと

もに、毎年度ＰＤＣＡサイクルを導入し進捗管理・政策

評価を行うこととしている。産業クラスター政策の目標

レンジは、図－３に示すよう概ね２０年間であり、現在

は第Ⅱ期に入ったところである。 

 

 

図－３ クラスター政策の目標レンジ 

 

②知的クラスター創生事業 

知的クラスター創生事業は、平成１４年度から文部

科学省によって推進されている政策であり、地域におい

て独自の研究開発テーマとポテンシャルを有する大学を

はじめとした公的研究機関等を核とし、地域内外から企

業等も参画して構成される技術革新システムと位置づけ

られ２０地域で展開されている6)。 

 

知的クラスター創成事業知的クラスター創成事業
関西広域クラスター

Ｈ１４年開始 ： １２地域

とやま医薬バイオクラスター

神戸トランスレーショナルリサーチクラスター

大阪北部（彩都）バイオメディカルクラスター

仙台サイバーフォレストクラスター

札幌ＩＴカロッツェリアクラスター

長野・上田スマートデバイスクラスター

石川ハイテク・センシング・クラスター

名古屋ナノテクものづくりクラスター

京都ナノテククラスター

浜松オプトロニクスクラスター

徳島健康・医療クラスター

けいはんなヒューマン・エルキューブクラスター

岐阜・大垣ロボティック先端医療クラスター
広島バイオクラスター

やまぐち・うべ・メディカル・イノベーション・クラスター

九州広域クラスター

福岡システムＬＳＩ設計開発クラスター

北九州ヒューマンテクノクラスター

高松希少糖バイオクラスター

Ｈ１５年開始 ： ３地域
Ｈ１６年開始 ： ３地域
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図－４ 知的クラスター創生事業 

図―１ 回復する日本の国際競争力 
出典：日本経済新聞（２００４年５月１６日）をもとに 

原データは経営開発国際研究所（IMD） 

2006年は17位



 ③府省間連携によるクラスター形成 

我が国のこれまでの多くの政策では、省庁間の壁の

存在が課題となっていたが、クラスター政策においては、

経済産業省、文部科学省の両省が強い連携をもって政策

を推進している。また、総合科学技術会議の主導の下で

科学技術連携施策群を創設し、知的クラスター創生事業

によるシーズ創出から、産業クラスター計画による実用

化・事業化まで切れ目のない政策を展開している。 

また、金融庁との連携により「産業クラスターサポ

ート金融会議」も各地域に設置され、事業化の進展に大

きく寄与している。 

 

 

図－５ クラスター形成のための府省連携 

 

３．クラスター形成の具体的事例 

 

（１）ピッツバーグにおけるクラスター形成と都市

再生 

ピッツバーグは、１９７０年代まで米国経済を支え

てきた主要な工業都市であったが、しかし、地域再生の

必要性が発生したのは１９８０年代である。その原因は、

ピッツバーグの主要産業である鉄鋼業が業界再編や日本

等からの輸入品により深刻な不況に陥ったからであり、

３年間で１０万人の雇用が喪失した。 
ピッツバーグ市を含むアルゲニー地域開発協議会は

地域再生のため、グローバル市場における地域間競争に

いかに勝つかという観点から、地域の持つ強みを最大限

生かしたグランドデザイン策定した。その時、重要な役

割を果たしたのは、カーネギー・メロン大学とピッツバ

ーグ大学である。 
ピッツバーグを支えていた鉄鋼業やアルミニウム製

造業の「影に隠れていた」両大学が蓄積していた医療、

バイオ、ＩＴ、ロボット等、２１世紀に競争力を有する

技術シーズの事業化を既存蓄積との連携によりクラスタ

ー的手法を適用することで推進した。 

この過程において、アルゲニー地域開発協議会では、

両大学が有する人的資源及び技術シーズを洗い出し、今

後戦略的に事業化を進める分野を抽出した。 

その結果、図－７に示す４分野を重点的に育成しク

ラスター化することとした。 

 

競争力 

事業税や規制緩和により競争力を高める  
行政の簡素化及び費用対効果の改善を計る  
雇用創出拠点への輸送･交通網を整備する  
将来の仕事に適合する労働技能を向上させる  

マーケティング 

既存企業の定着と成長を支援し、起業の奨励及

び企業誘致を行う  
ブランド/イメージを確立し、メッセージの的を

絞り、地域に役立つ優れた営業マンになる  

図－６ ２００８年に向けた行動目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－７ 選択された戦略部門 

 

こうしたクラスター形成に向けた取り組みの結果、

９６万人まで減少した雇用者数は、１０年を費やして回

復した。現在は、１１０万人以上の雇用者数を数えてい

る。さらには、増加傾向にあり、米国の中でも成長地域

として注目されている。 

 

（２）備後地域におけるクラスター形成 

福山市を中心とする広島県東部地域は、古くから工

業の盛んな地域であった。１９６４年に隣接する岡山県

笠岡市等と備後地区工業整備特別地域に指定され、日本

鋼管福山製鉄所（当時）が立地し重工業化が進んだ。１

９７０年代後半にはシャープ福山工場が誘致され、重厚

長大から軽薄短小・高付加価値化への転換を図った。 

金属 
ガラス

複合材料

工業用化学薬品及び合成ポリマー
原子力、燃料電池 

風力発電、太陽光発電

アルゴリズム及びソフトウェア
情報及びサイバーセキュリティ

データストレージ 
データネットワーキングとデータ処理 

自動音声・画像認識

人工知能電気光学

ロボット工学

医療機器・診断法

神経学
再生医学・再生医療 

（器官・組織・骨・軟骨） 
創薬ツール・標的

ライフサイエンス

ＩＴ（情報技術）

先端材料

競争力のある強みに投資

エネルギー：代替エネル

ギー及びエネルギーの効

率化 

 



備後地区でのクラスター形成は、このとき、広島県が主

導して組織した電子産業関連企業交流グループが基礎と

なっている。もともと、この地方は繊維、木工、及びこ

れに関連する機械・金属加工の集積があり、オンリーワ

ン企業も多かったが、シャープの立地を契機に半導体産

業にも進出していった。 

一方、広島県西部の中心企業の一つであるマツダが

業績不振の際、協力企業群との関係が希薄になった。そ

の時、協力企業群のなかには、系列を離れ新たな事業展

開を模索する企業も出現した。アウトソース先を探して

いた備後地方の企業と、新たな事業展開を模索していた

マツダ協力企業群との横のネットワークが構築され、ク

ラスター化していった。現在では岡山県の企業とも受発

注関係にあり、県境を越えたクラスターを形成している。 

電子産業関連企業交流グループの結成は、シャープ

福山工場の協力企業群をつくることが目的であったが、

起業家精神が豊富でオンリーワン企業の多いこの地域の

土壌を反映し、技術力の向上と共に自社製品開発を推進

し、このグループの流れから５社の上場企業を輩出して

いる。この５社は、後進を育てるため備後半導体技術推

進連合会（ＢＩＳＴＥＣ）や備後ＩＰＯ倶楽部を結成し、

クラスター発展のための活動を活発化させている。 

 このように、備後地域ではタテの系列から横のネット

ワークにより、クラスターを形成している。 

シャープ

福山

シャープ

福山

マツダ

マツダ

マツダ

協力企業

マツダ

協力企業

電子産業関

連企業交流

グループ

電子産業関

連企業交流

グループ

ＢＩＳＴＥＣ

 

図－８ 備後地域におけるクラスター形成 

 

４．おわりに 

 

あらたな国土形成計画の下では、地域自らの戦略と広

域的な連携により、自立的発展の道を探る事が求められ

ている。本稿で紹介した地域クラスターは、まさに自立

的地域経済確立のための戦略論である。その基本となる

要素は、地域に存在する国際的な競争力を有する産業や

知的集積の存在と、これを事業化する横のネットワーク

の存在である。このネットワークの拠点となっているの

は、地域の大学であり産業支援機関である。 

クラスターの考え方は、韓国や中国でも取り入れられ、

国際競争力のある産業、すなわち外貨を獲得できる産業

の育成が地域の産学官のネットワークにより行われてい

る。 

国内においても、本稿で紹介した備後地域のほか、京

都や浜松では国際競争力を持った有力な企業を中心とし

たクラスターが既に形成されており、北部九州や札幌で

も形成が進みつつある。いずれの地域も、競争相手を国

内に求めるのではなく、海外に求めていることが特徴で

ある。 

繰り返しになるが、自立的地域経済の確立にはその地

域の強みが何か、それを活かすためにどのような環境が

必要かを考えたグランドデザインの構築と、その着実な

実施が必要である。本稿が、今後の国土形成計画策定の

際の参考になれば幸いである。 
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